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１. 2025年3⽉期第3四半期業績（連結）
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2025年3⽉期 第3四半期決算サマリー

1

営業利益が168百万円（前年同期⽐236％）
●サブスク型の安定的な成⻑と、重要顧客へのコンサルティング、
システム構築の増加によるワンタイム型ビジネスの増加

●外注費及び販売管理費の削減

2 EBITDA 362百万円（前年同期⽐139%）
キャッシュを安定的に⽣み出すビジネスモデル

3 ワンタイム型ビジネスからサブスク型ビジネスへの移⾏が進み、
ボイスコミュニケーションのクラウド化で市場成⻑
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業績ハイライト 2025年3⽉期第3四半期（連結）

● 売上⾼は前年同期⽐106％、
営業利益は236％を達成
引き続き、⾼利益率のビジネス
を展開

● 研究開発費は前年同期⽐36％
だが、第2四半期から20百万円
程度の進捗
現在の⾒通しとして、通期で
1億円程度（前期⽐123％）の
研究開発費を⾒込んでいる

売上⾼ 営業利益 当期純利益 EBITDA
2,513 百万円 168 百万円 127 百万円 362 百万円

前年同期⽐ +131 百万円 前年同期⽐ +97百万円 前年同期⽐ +76百万円 前年同期⽐＋102百万円
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売上⾼（ビジネスモデル）別

● ワンタイム型は、当社のシステム構築や導
⼊⽀援を基盤に横展開し、案件獲得につな
がっています。
特に第３四半期においては重要顧客でのコ
ンサルティング、システム構築が増加しま
した。

● サブスク型は、安定した収益基盤を維持し
つつ、売上が堅調に積み上がり、販売数を
伸ばしています。ハードウェア製品からク
ラウドサービスへの移⾏が順調に進捗して
います。

（単位︓百万円） ワンタイム型・サブスク型推移
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2025年3⽉期第3四半期 連結BS

ネットキャッシュ︓12.9億円
（現預⾦:18.2億円 ー 有利⼦負債:5.3億円）
前年同期のネットキャッシュ:8.6億円
から4.3億円の改善

財務基盤は⾮常に安定しており
キャッシュを⽣む⼒が成⻑
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キャッシュフロー
フリーキャッシュフローは

540.6百万円（前年同期⽐ +361.6百万円 の増加）

営業キャッシュフロー サブスク型ビジネスが安定してキャッシュを⽣み、利益を出す
事業構造

投資キャッシュフロー ソフトウェア開発の内製化を進め、前年同期⽐で投資⽀出は減少

財務活動キャッシュフロー 銀⾏との継続的な取引の実施により、3.4百万円増加
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営業利益
単位：百万円

• 『U-cube voice』や『U-cube rec』などのクラウドサービス、BSS（Business Support 
System）、保守サポートによるサブスク契約の増加、及び重要顧客のコンサルティング・シス
テム構築の増加による20百万円の増益

• 内製化を促進し、外注費を21百万円削減

• オフィスの⾒直しによるコスト削減、販売⽀援費の減少等により、販売管理費も削減
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2. 会社概要
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会社概要
社名 株式会社ネクストジェン（Nextgen, Inc.）
代表取締役 ⼤⻄ 新⼆
設⽴ 2001年11⽉
年商 35億22百万円（連結/2024年3⽉期）
資本⾦ 11億45百万円
従業員数 136名（連結/2024年12⽉末現在）
上場 東京証券取引所 グロース（3842）

事業所 / 所在地

東京本社 東京都港区⽩⾦1-27-6 ⽩⾦⾼輪ステーションビル6F

東⽇本営業所
北⽇本営業所

北海道札幌市豊平区平岸1条3丁⽬2-33 エクシオナトラエビル4F

中部営業所 愛知県名古屋市中区錦2-9-27 NMF名古屋伏⾒ビル7F
関⻄営業所 ⼤阪府⼤阪市中央区今橋3-1-7 ⽇本⽣命今橋ビル11F

九州・中国営業所 福岡県福岡市博多区博多駅前1丁⽬23-2 ParkFront博多駅前1丁⽬5F-B

グループ会社 株式会社LignApps（ラインアップス）︓コミュニケーションサービス基盤事業
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ネクストジェンとは

インターネット技術を公衆交換電話網に持ち込み
PSTNマイグレーション※ をリードした会社
１．キャリアグレードとインターネット技術
⼤⼿通信事業者が必要とする電話公衆網についての技
術（キャリアグレード）とインターネット技術の両⽅
を理解し、⼤⼿通信事業者が求める製品やシステムを
開発・提供

２．グローバルスタンダード
インターネット技術・製品などグローバルスタンダー
ドを活⽤し、通信効率を向上させ通信設備コストを⼤
幅に引き下げた。その結果、通話料⾦が劇的に低下す
るきっかけを創った

３．エンタープライズ向けに展開
⼤⼿通信事業者向けビジネスを通して築いた技術や信
⽤を基に成⻑し、インターネット技術による⾳声通信
技術を企業向け製品やクラウドサービスに展開してい
る

４．コミュニケーションプラットフォーム
⾳声通信からショートメール、オンライン会議システ
ム等、様々なコミュニケーションのアプリやサービス
を統合的・シームレスに扱えるプラットホームのクラ
ウド提供まで⾏っている

※ PSTNマイグレーションとは︓Public Switched Telephone Network
100年以上続いた従来の固定電話サービスのネットワーク、公衆交換電話網をIP網で置き換えること。
NTT東⽇本と⻄⽇本は2024年1⽉31⽇全ての固定電話サービスをIP網へ移⾏した。

⽇本初
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3．下期トピックス
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⽇本初︕ ⽇本アバイアのAXP接続認定を取得

相互接続システムSBC『NX-B5000 for Enterprise』が、⽇本アバイア
が提供するクラウドコンタクトセンター「Avaya Experience 
Platform™（AXP）」の接続認定（Avaya certification）を⽇本初で取
得いたしました。

NX-B5000 for Enterpriseとは

SBC（セッション・ボーダー・コ
ントローラー）と呼ばれる⾳声通
信⽤の装置です。通信会社が異な
る２つの電話網間の細かい差異を
吸収し相互接続を可能とするソフ
トウェアです。⽇本製SBCのシェ
アでは1位となります。

ニュースリリース 2024年11⽉5⽇

Avaya Experience Platform™
（AXP）とは

クラウドベースのコンタクトセン
ターソリューションです。
AXPは、⾳声、チャット、ビデオ
など、複数のコミュニケーション
チャネルを統合し、顧客対応を⼀
元管理することができるため、顧
客対応の質と効率を⼤幅に向上さ
せます。

⽇本アバイアとは、⻑年ソリューションパートナーとして双⽅のビジネ
ス強化を⽬的に協⼒関係を築いており、この度、AXP接続認定を取得し
たことで、正式にAvayaのコンタクトセンタープラットフォームと連携
できるサードパーティ製品として認められ、⽇本国内の通信事業者が提
供する多様なサービスをスムーズに利⽤することが可能となりました。
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東証市場区分変更と名証への上場申請決議に関する開⽰

当社は創業から20 年以上が経過し、その事業内容、優良な顧客や事業パ
ートナー、⻑期の株主の⽅々等、成熟したステークホールダーを有して
おり、次の成⻑段階に⼊っております。
こうした認識から現在の成⻑ステージに適した環境であるスタンダード
市場への移⾏を選択することといたしました。

IRニュース 2024年11⽉22⽇

東京証券取引所スタンダード市場への市場区分変更申請及び
名古屋証券取引所メイン市場への重複上場申請に関する取締役会決議の
お知らせ

さらに、当社の重要拠点のひとつである名古屋での今後の事業展開や、
個⼈投資家様に向けた当社事業の認知度向上を⽬指し、接点を増やす
べく、名古屋証券取引所メイン市場への重複上場も進めてまいります。
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4．新規事業の進捗状況
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新規事業の進捗状況について︓特殊詐欺対策-発信者証明

● 【コールセンター/CRM デモ＆コンファレ
ンス in 東京（2024年11⽉21⽇・22⽇開
催）】にて、パートナー企業である⽇本ア
バイアとの共同出展スペースでデモ展⽰を
実施

● 現在、表⽰される情報の真実性を担保する
ホワイトリスト（安全な企業の情報）を有
するキャリア系パートナー企業と連携し、
企業やコールセンターでアウトバンド業務
等を⾏っている事業者をユーザー企業とし
て、実証モデルのトライアルを予定

正当な発信者であることが分かり、
安⼼して電話に出ることができる仕組みを開発

番号のみ｜応答率︓10%以下

名前のみ｜応答率︓40〜50%

名前＋ロゴを表⽰｜応答率︓55〜67%
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お問い合せ先
株式会社ネクストジェン 管理本部 経営企画部
URL︓https://www.nextgen.co.jp/contact/

本資料に記載された計画、⾒通し、戦略等の将来に関する記述は、現在⼊⼿している情報に
基づく当社の判断であり、その情報の正確性を保証するものではありません。
実際の業績は、経営環境の変動などにより、これら⾒通しと⼤きく異なる可能性が
あることをご承知おきください。
また、本資料に記載されている当社以外の企業などに関わる情報は、公開情報などから引⽤
したものであり、情報の正確性などについて保証するものではありません。


